（様式１）
    年　  月　  日
参加表明書
郡山市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　所 　在　 地　
　　　　　　　　　　　　　　　　　名　　　　称　
　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　

若者による地域資源リノベーション促進事業業務委託に係る公募型プロポーザルについて参加を表明します。
なお、下記の誓約事項及び送付する書類の内容は、事実と相違ないことを誓約します。

記
１　誓約事項（当てはまる□の欄をチェックすること。）
□次の(1)から(4)に掲げる事項を全て満たす者であること。
(1) 地方自治体施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４の規定に該当しない者であること。 
 (2) 郡山市競争入札に係る有資格業者指名停止等措置要綱（令和７年３月 28 日制定）に基づく指名停止期間中の者ではないこと。 
 (3) 会社更生法（平成 14 年法律第 154 条）又は民事再生法（平成 11 年法律第 225号）に基づき、更生手続開始又は再生手続開始の申立てがなされている者でないこと。 
 　　ただし、更生手続開始又は再生手続開始の申立てがなされた者であっても、更生手続終結又は再生手続終結の決定を受けた者については、当該更生手続開始又は再生手続開始の申立てがなされなかったものとみなす。 
 (4) 役員等が郡山市暴力団排除条例（平成 24 年郡山市条例第 46 号）第２条第２号に規定する暴力団員又は第８条に規定する社会的非難関係者と認められる者でないこと。 
□共同団体としての参加の場合は次の(1)から(4)に掲げる事項を全て満たす者であること。
(1) 共同体の結成及び代表者の決定 
 ア 共同体の中から、本業務の遂行に当たり主導的役割を果たす１者を代表者として定めること。 
 イ 代表者は、他の構成員よりも高い比率の業務を担うこと。 
 ウ 代表者は、共同体を代表し発注者と契約の締結を行うこと。 
 エ 共同体を構成する事業者の数は、原則として３者以内とする。 
 (2) 責任の所在 
 ア 共同体の全ての構成員は、本業務の履行に関し、連帯して責任を負うものとする。 
 イ 共同体結成に関する規約又は協定書等（以下「協定書等」という。）を締結すること。協定書等には、構成員の名称、代表者、役割分担、費用負担、責任の所在、有効期間等を明記すること。 
 (3) 二重参加等の禁止 
 ア 共同体の構成員は、本プロポーザルにおいて、他の共同体の構成員又は単独の事業者として参加することはできない。 
イ 参加表明書提出後から契約締結までの間において、共同体の構成員を任意に変更することはできない。ただし、倒産等のやむを得ない事由がある場合は、発注者の承認を得るものとする。 
 (4) 共通資格要件 
 共同体の構成員は、「１ 参加資格要件」の(1)から(4)の全ての要件を満たしていること。
２　送付する書類（□の欄をチェックし、書類に不備がないことを確認すること。）
□法人概要
□履歴事項全部証明書（発行日から３か月以内のもの）
□財務諸表の写し（直近２年分）
□令和５年４月１日から令和８年３月31日までの期間に、創業及び事業承継支援事業を行った実績がわかるもの
□協定書等（共同体での参加の場合に限る。）
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　※共同体で参加する場合は、全ての構成員についての書類を提出すること。
